
１．は じ め に

我が国では，特にバブル崩壊後の１９９０年代に景気対策として公共投資が積極

的に用いられてきたにも関わらず，景気回復が思わしくなかったこともあり，

公共投資の有効性や，社会資本の効率性について懐疑的な見方がなされるよう

になって久しい。しかしながら，２０１２年の総選挙で約３年ぶりに政権に復帰し

た自民党は「国土強靭化」をスローガンに，再び公共投資を増額する意向を示

している。少子高齢化を背景に，我が国の財政状況はより厳しくなることが予

想され，効率的な予算配分を実現するためには，公共投資（もしくは社会資

本）の質を高めることは喫緊の課題であるといえる。

また，不況局面に入ると，特に公共事業への依存度が高い，非都市圏におい

て，地域経済対策として公共投資を求める声も依然として聞かれ，公共投資

（社会資本）が地域経済にどのようなインパクトを与えているかを分析するこ

とは今なお重要であると考えられる。

公共投資を含む公的支出や社会資本と地域経済の関係について実証的に分析

したものとしては，例えば，土居（１９９８），林（２００４a，b）や近藤（２０１１）が

あげられる。これらの研究では，都道府県単位のパネルデータを用いて，社会

資本を含んだ生産関数の推定や，ベクトル自己回帰（VAR）モデルによる分析

を行っている。ただし，公共投資の効果や社会資本の効率性は，その内容（産

業基盤か生活基盤か，道路か住宅か）によっても大きく変わるであろう。

1 本稿は，西南学院大学在外研究規則に基づく，カナダ・クイーンズ大学における
在外研究で得られた研究成果の一部である。
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そこで，本稿では，地域経済への貢献がしばしば期待され，事業規模が最も

大きい道路に着目して，社会資本ストックとしての道路資本と地域経済との関

係について，都道府県単位のパネルデータを用いた VARモデルによって明ら

かにすることを試みる。具体的には，道路資本と生産量，民間資本，雇用との

相互関係を明らかにする。また，道路の種類による違いを考慮すべく，国道と

地方道に分けて分析するほか，地域および時期による違いも考慮に入れるべく

サブサンプルを用いた分析も行うこととする。

本稿の構成は，以下の通りである。第２節では，社会資本や道路資本の経済

効果に関する先行研究を概観し，論点整理を行う。第３節では，実証分析の枠

組みとデータを説明し，推定結果について述べる。第４節はまとめである。

２．既存研究と論点整理

２．１ 社会資本の経済効果

社会資本の経済効果に関する実証分析は，これまでに多数行われているが，

分析手法としては，（１）生産関数アプローチ，（２）成長回帰アプローチ，（３）VAR

アプローチ，（４）資本化仮説アプローチの主に４つに大別できる2。（１）の生産

関数アプローチに基づく国内の研究としては，国内ではマクロデータを用いた

研究として，Asako and Wakasugi（１９８４），岩本（１９９０），三井・井上（１９９５），

吉野・中島・中東（１９９９）などが，地域別のデータを用いた研究として，Mera

（１９７３），浅子・坂本（１９９３），岩本他（１９９６），井田・吉田（１９９９），林（２００９），

宮川他（２０１３）など多数存在する。（２）の成長回帰アプローチに基づく国内の

研究としては，中里（１９９９），塩路（２０００），近藤（２０１２）などが，（３）の VAR

を用いた研究としては，土居（１９９８），林（２００４a，b）などがあげられる。ま

た，（４）資本化仮説を応用した研究としては，田中（１９９９），三井・林（２００１），

2 そのほかのアプローチとしては，井堀・近藤（1998）のように消費関数の推定か
ら公共投資の便益を推定するものや，海外では，Lynde and Richmond（1992）のよう
に費用関数を用いた研究も多く存在する。公共投資の経済効果に関する我が国のサー
ベイとしては，岩本（2005）が，海外の研究のサーベイとしては，Romp de Haan（2007）
および Pereira and Andraz（2010）が詳しい。
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林（２００３a），赤木（２００４）などがあげられる。マクロレベルの実証分析では，

社会資本の生産に対する効果はプラスに推定されていることが多いが，その効

果は近年低下傾向にあること，地域のデータを用いた実証分析からは，都市圏

の社会資本の生産に対する効果が大きい一方で，地方圏では小さいことなどが

多くの研究で指摘されている。

２．２ 道路資本の経済効果

一方で道路資本に限定して，その経済効果を計量経済学的に分析した研究と

しては，マクロデータを用いて生産関数の推定を行った太田（１９９６），社会資

本の全要素生産性に対する影響を分析した根岸（２００１b），都道府県別のデータ

を用いて生産関数の推定を行った根岸（２００１a），林（２００３b），林（２００４），宮

崎（２００４），宮崎（２０１４）などがあげられる。また，生産関数以外のアプロー

チを用いた研究としては，成長回帰アプローチを用いて，道路整備が地域経済

成長に与える影響について分析した中里（２００１），林（２０１０）などが存在する3。

これらの研究の多くの研究が，道路資本が生産に寄与していない可能性を指摘

しているが，根岸（２００１b）は道路資本ストックが地域の全要素生産にプラス

の効果があることを示しているほか，林（２００４）では，道路は民間投資を誘発

してきたものの，限界生産性は必ずしも高くなかったとしている。また，宮崎

（２００４）では，道路の生産力効果は東京都のみにおいて確認され，道路整備に

より東京一極集中が助長されたとしている。それに対して，中里（２００１）では，

道路インフラを地域間インフラと地域間インフラに区分して分析を行ったとこ

ろ，地域内インフラ（一般道路）は地域の経済成長にプラスの影響を与えない

ものの，地域間インフラ（一般国道や高速道路）はプラスの影響を与えている

こと，ただし，時系列的にみると，１９６０年代，７０年代に比べて，８０年代は道路

資本が経済成長に与える効果が低下している可能性を指摘している。

3 道路資本の経済効果を分析した海外の文献としては，生産関数アプローチを採用
した Boarnet（1997）や Fernald（1999），費用関数アプローチを採用した Seitz（1993）
や Keeler and Ying（1988），VARを用いたものとして，Pereira and Andraz（2011）な
どがある。
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２．３ 実証分析の論点

以上の先行研究で得られた分析結果は，我が国の公共投資政策や社会資本の

質を評価する上で有益であると考えられる。しかしながら，依然として以下の

ような課題があると考えられる。まず，社会資本の一部としての道路資本と地

域経済の関係について十分に実証的に明らかにされているとは言い難い。上述

の通り，道路資本に限定した研究では，多くが生産関数アプローチを採用して

いるが，道路整備が地域経済に及ぼす効果を分析するためには，民間投資や雇

用といった地域経済変数との関係を分析することは有用であろう。そのために

は，林（２００４a，b）や近藤（２０１１）で用いられたような VARモデルによる分

析が有益であると考えられるが，これらは公共投資や政府消費の効果を分析し

たもので，道路に限定したものではない。

また，生産関数に基づいたアプローチでは，社会資本の内生性が推定上問題

になることが多い。これは，生産関数に説明変数として含まれる社会資本が，

政策によって決定され，生産から社会資本への因果関係が考えられるために，

最小二乗法による推定ではバイアスが生じるからである。この問題に対して，

生産関数アプローチを用いる宮崎（２００４），宮崎（２０１４）や中里（２００１）では

操作変数を用いた推定によって対処しようとしている。ただし，適切な操作変

数を求めることは一般的に容易ではない。時系列データの特性を生かして，因

果関係を分析できる VARによるアプローチは内生性への対処という点でもメ

リットがあると考えられる。

さらに，先行研究では，社会資本の効果は，時期や地域，また社会資本の内

容によっても異なることが指摘されてきた。そこで本稿では，道路資本ストッ

クのデータとして，国道と地方道のデータを用いることで，両者の地域経済へ

のインパクトの違いを考慮するほか，サンプル規模が大きいパネルデータの利

点を生かして，時期別もしくは都市圏と非都市圏といった地域による効果の違

いを明らかにする。また，中里（２００１）等でも考慮されているように，道路資

本の経済効果が県外にスピルオーバーする可能性も考え，地域ブロックによる

分析もあわせて行うこととする。
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３．実 証 分 析

３．１ 分析の枠組み

本稿では，道路資本ストックが地域経済に及ぼす影響を分析するために，道

路資本（国道 KRCと地方道 KRL），民間資本 KP，雇用 N，生産量 Yの５変数

からなる，誘導形 VARモデルの推定を行い，Granger因果性テスト，インパル

ス応答関数によって，各地域経済変数への影響について解釈を試みる。具体的

に推定する VARの形式は以下の通りとなる。

xit＝B0＋B1xit－1＋…＋Bp xit－p＋Ci＋εit （１）

ここで，x は内生変数ベクトルを表し，x′＝［KRC,KRL,KP,N,Y］となる。ま

た，B0は定数項ベクトルを，B1，…，Bpは係数ベクトルを，Ciは固定効果ベクト

ルを，εitは撹乱項ベクトルをそれぞれ表す。なお，VARのラグ次数は，サブ

サンプルにおける自由度を確保するために，Schwartzの情報量基準（SIC）に

基づいて検討した結果，すべて２に固定した。

データの期間は１９７０年度から２００９年度であるが，後述するように定常性を確

保するために対数階差をとるほか，２期ラグをとる関係で，推定期間はフルサ

ンプルで，１９７３年度から２００９年度まで（t＝３７）となる。一方，個体方向には，

４６都道府県（沖縄県除く）となり，パネルのサンプルサイズは，トータルで

３７×４６＝１７０２となる。また，前述のように，時期や地域による道路資本ストッ

クの地域経済に対する効果の違いを考慮するために，サブサンプルを用いた分

析も行う。時期については，当該サンプル期間においてもっとも大きな構造変

化はバブル経済前後で生じていると考えられることから，１９９０年度を境に，

１９７３年度～１９９０年度の１８年間を前期，１９９１年度～２００９年度までの１９年間を後期

と区分した。地域については，近藤（２０１１）にならい，都市圏と非都市圏の２

地域に区分した。これは，総務省自治行政局『行政投資実績』で用いられてい

る地域区分と同様であり，都市圏に区分されるのは，関東（茨城県，栃木県，

群馬県，山梨県，長野県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），東海（岐阜

道路資本ストックの地域経済効果 －１０７－



県，静岡県，愛知県，三重県），近畿（滋賀県，京都府，奈良県，大阪府，兵

庫県，和歌山県）の１９都府県であり，残りの２７道県（沖縄県除く）は非都市圏

に区分される。以上のように，時期による区分（前期と後期）と，地域による

区分（都市圏と非都市圏）を組み合わせることにより，時期と地域による道路

資本の効果の違いを同時に分析することができる。

また，道路資本の経済効果が県外にスピルオーバーする可能性を考慮して，

地域ブロック単位での分析も行う。地域ブロックの区分は，近藤（２０１２）にな

らい，北海道・東北（北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福

島県，新潟県），関東（茨城県，栃木県，群馬県，千葉県，東京都，神奈川県，

山梨県，長野県），北陸（富山県，石川県，福井県），東海（岐阜県，静岡県，

愛知県），近畿（滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県），中国

（鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県），四国（徳島県，香川県，愛媛

県，高知県），九州・沖縄（福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎

県，鹿児島県，沖縄県）の８ブロックとした。地域ブロック単位の分析では，

フルサンプルと，時期による違いを分析するために，前期と後期のサブサンプ

ルを用いた分析も行う。スピルオーバーも考慮した地域ブロック単位の推定を

行うことにより，都道府県単位で得られた推定結果が頑健であるかを確認する

ことができると考えられる。

３．２ データ

道路資本ストックのデータは，中東（２０１２）で推計された，「生産的道路資

本ストック」を用いる。国道と地方道について，沖縄県を除く４６都道府県別の

道路資本ストックデータが，１９６３年から２００９年まで得られる4。この国道と地

方道ストックの推移をまとめたのが，図１である。図１‐１は全国合計値の推移

（レベル）を，図１‐２は変化率の推移を表している。これによると，レベルで

見ると国道と地方道は概ね１：２の割合で増加し続けていること，変化率で見

ると，１９７０年代から９０年代半ばまでは，両者はほぼ同じ動きをしているが，そ

4 道路資本データは，http://www.econ.niigata-u.ac.jp/~m-nakahigashi/resdat.html（新潟大
学中東雅樹氏のウェブサイト）から利用可能である。

－１０８－ 道路資本ストックの地域経済効果
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図１‐１ 国道・地方道ストック（沖縄県を除く全国計）の推移

図１‐２ 国道・地方道ストック（沖縄県を除く全国計）変化率の推移
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れ以降は，国道ストックに比べて地方道ストックの伸びは鈍化していることが

確認できる。また，民間資本のデータとしては，内閣府「都道府県別民間資本

ストック（平成１２暦年価格）」の有形資本合計値（無形資本除く，製造業資本

ストックと非製造業資本ストック合計値）を用いる。ただし，上述の道路資本

ストックが平成１７年基準であることから，齟齬が生じる。そこで，内閣府「民

間企業資本ストック平成１２年確報（平成２年基準）」と同「民間企業資本ストッ

ク平成２４年確報（平成１７年基準）」を用いて，両者が重複する１９９４年から１９９９

年までの合計値の比率を用いて接続し，１９７０年度から２００９年度までの民間資本

の全国値を推計した。その上で，「都道府県別民間資本ストック」から求めら

れる各年度の都道府県別シェアに上記で推計した全国値を掛け合わせることで，

都道府県別の民間資本ストックを計算した。また，雇用と生産量データについ

ては，内閣府『県民経済計算』の県内就業者数，県内総生産を用いる。ただし，

１９７０年度から２００９年度まで連続するデータ得られないため，『県民経済計算』

の昭和５５年基準，平成２年基準，平成１２年基準の計数を重複する期間の合計値

を用いて接続した。県内総生産については，一部の県でデフレータが欠損して

利用できないため，名目値を上述の方法で接続し，国民経済計算の GDPデフ

レータを用いて，平成１７年基準に実質化した。

３．３ 単位根検定

パネルデータを用いた VARの推定や，Granger因果性検定を正確に行う上で

は，変数の定常性を確保することが必要である。そこで，各変数を対数でとっ

た系列について，Choi（２００１）によって提案された Fisher-typeのパネル単位根

検定を行った。単位根検定の結果は，レベルについては表１（表１‐１～１‐４），

１階階差については表２（表２‐１～２‐４）にそれぞれ示すとおりである。

これによると，レベルでは単位根ありとの帰無仮説は棄却されないものの，

１階階差をとると帰無仮説は，ごく一部のサブサンプルを除いて，通常の有意

水準で棄却される5。この結果を踏まえ，すべての変数が I（１）過程であると判

断し，本稿では，１階階差（つまり，対数階差）をとった系列を用いて，VAR

を推定することとする6。
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5 ただし，サブサンプルでは1階階差をとっても帰無仮説が棄却されないケースがい
くつか見られた。したがって，サブサンプルにおける分析結果の解釈は注意が必要
である。

6 パネル単位根検定を行うことで定常性を確認するとともに，パネル共和分検定も
行ったところ，サブサンプルにおいては共和分関係なしとの帰無仮説は棄却できな
いケースも見られた。共和分関係が存在する場合には，VECM（Vector Error Correction
Model）を推定することも考えられる。しかし，Ramaswamy and Rendu（2000）が指
摘するように，純粋な統計的関係として得られる共和分関係に，経済学的な解釈を
与えることは必ずしも容易ではない。

表１‐１ 単位根検定（レベル・全国）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

log（KRC） ４．８７０ ［１．０００］ －７．６１３＊＊ ［０．０００］ １４．６７２ ［１．０００］

log（KRL） １８．４９４ ［１．０００］ ２．４４１ ［１．０００］ ７．２２５ ［１．０００］

log（KP） １２．０４７ ［１．０００］ －８．８７１＊＊ ［０．０００］ －６．６４８＊＊ ［０．０００］

log（N） １２．９０７ ［１．０００］ －３．７２６＊＊ ［０．０００］ －１．５３６ ［０．０６２］

log（Y） ７．７６８ ［１．０００］ －６．２６６＊＊ ［０．０００］ ０．２２６ ［０．５９０］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり

表１‐２ 単位根検定（レベル・都市圏）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

log（KRC） ２．１５１ ［０．９８４］ －５．３７４＊＊ ［０．０００］ ８．５５４ ［１．０００］

log（KRL） １３．３０８ ［１．０００］ １．６７６ ［０．９５３］ ３．８８７ ［１．０００］

log（KP） １１．９６３ ［１．０００］ －５．３３６＊＊ ［０．０００］ －６．２９６＊＊ ［０．０００］

log（N） ７．２０４ ［１．０００］ －０．５３８ ［０．２９５］ －０．６２３ ［０．２６７］

log（Y） ６．９９２ ［１．０００］ －２．６６８＊＊ ［０．００４］ －２．４００＊＊ ［０．００８］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり
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表１‐３ 単位根検定（レベル・非都市圏）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

log（KRC） ４．５５２ ［１．０００］ －５．４２９＊＊ ［０．０００］ １１．９７５ ［１．０００］

log（KRL） １２．９７６ ［１．０００］ １．７８０ ［０．９６２］ ６．１６９ ［１．０００］

log（KP） ５．６９０ ［１．０００］ －７．０３２＊＊ ［０．０００］ －３．３９７＊＊ ［０．０００］

log（N） １０．８０３ ［１．０００］ －４．４１２＊＊ ［０．０００］ －１．４８３ ［０．０６９］

log（Y） ４．２７４ ［１．０００］ －５．９４１＊＊ ［０．０００］ ２．３０９ ［１．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり

表１‐４ 単位根検定（レベル・地域ブロック）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

log（KRC） ４．８１１ ［１．０００］ －４．１４６＊＊ ［０．０００］ ６．６３５ ［１．０００］

log（KRL） １１．８８８ ［１．０００］ ２．２０３ ［０．９８６］ １．６４５ ［０．９５０］

log（KP） ５．８１６ ［１．０００］ －４．２４８＊＊ ［０．０００］ －５．０００＊＊ ［０．０００］

log（N） ６．６２０ ［１．０００］ －１．７４８＊ ［０．０４０］ －２．２４３＊ ［０．０１２］

log（Y） ３．９１５ ［１．０００］ －１．８６５ ［０．０９６］ －０．７１４ ［０．２３８］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり

表２‐１ 単位根検定（１階階差・全国）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

⊿ log（KRC） －９．２２５＊＊ ［０．０００］ －４．３７３＊＊ ［０．０００］ －３．２３５＊＊ ［０．００１］

⊿ log（KRL） －８．０６３＊＊ ［０．０００］ －１０．４９１＊＊ ［０．０００］ －４．３３１＊＊ ［０．０００］

⊿ log（KP） －１５．４２１＊＊ ［０．００４］ －６．４７２＊＊ ［０．０００］ －５．００９＊＊ ［０．０００］

⊿ log（N） －１８．１０５＊＊ ［０．０００］ －１２．８７４＊＊ ［０．０００］ －６．８７６＊＊ ［０．０００］

⊿ log（Y） －２４．０１７＊＊ ［０．０００］ －１３．１４１＊＊ ［０．０００］ －１４．５５３＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり
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表２‐２ 単位根検定（１階階差・都市圏）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

⊿ log（KRC） －５．２９６＊＊ ［０．０００］ －２．０２５＊ ［０．０２１］ －４．２４４＊＊ ［０．０００］

⊿ log（KRL） －３．７８６＊＊ ［０．０００］ －６．８４３＊＊ ［０．０００］ －２．３９０＊＊ ［０．００８］

⊿ log（KP） －８．４９２＊＊ ［０．０００］ －３．１４９＊＊ ［０．００１］ －３．１４４＊＊ ［０．００１］

⊿ log（N） －１０．２６２＊＊ ［０．０００］ －８．３７０＊＊ ［０．０００］ －４．５６４＊＊ ［０．０００］

⊿ log（Y） －１５．０２９＊＊ ［０．０００］ －１０．６３２＊＊ ［０．０００］ －８．６９１＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり

表２‐３ 単位根検定（１階階差・非都市圏）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

⊿ log（KRC） －７．５９９＊＊ ［０．０００］ －４．０１０＊＊ ［０．０００］ －０．６６３ ［０．２５４］

⊿ log（KRL） －７．３４８＊＊ ［０．０００］ －７．９５４＊＊ ［０．０００］ －３．６４９＊＊ ［０．０００］

⊿ log（KP） －１３．００４＊＊ ［０．０００］ －５．８０６＊＊ ［０．０００］ －３．９００＊＊ ［０．０００］

⊿ log（N） －１５．０２４＊＊ ［０．０００］ －９．７８２＊＊ ［０．０００］ －５．１４７＊＊ ［０．０００］

⊿ log（Y） －１８．７４１＊＊ ［０．０００］ －８．２３４＊＊ ［０．０００］ －１１．７０４＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ]内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり

表２‐４ 単位根検定（１階階差・地域ブロック）

変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

⊿ log（KRC） －２．７４８＊＊ ［０．００３］ －０．０９６ ［０．４６２］ －０．７１３ ［０．２３８］

⊿ log（KRL） －６．１２０＊＊ ［０．０００］ －６．８３４＊＊ ［０．０００］ －２．６４９＊＊ ［０．００４］

⊿ log（KP） －４．５１４＊＊ ［０．０００］ －２．３６６＊＊ ［０．００９］ －１．７７３＊ ［０．０３８］

⊿ log（N） －６．３７３＊＊ ［０．０００］ －５．９２０＊＊ ［０．０００］ －１．００２ ［０．１５８］

⊿ log（Y） －８．４９６＊＊ ［０．０００］ －４．５０１＊＊ ［０．０００］ －４．８６６＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準で有意，＊＊は１％水準で有意であることを表す。
注３：H0：単位根あり
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３．４ 結果の解釈（Granger因果性）

道路資本ストックの地域経済に与える影響について，まずは Granger因果性

から簡単に解釈する。本稿の関心は主に道路資本ストックの効果にあるので，

道路資本（国道 KRCもしくは地方道 KRL）の各変数（民間資本 KP，雇用 N，

生産量 Y）に与える因果性を，フルサンプルと，時期ごと（前期・後期）もし

くは地域ごと（都市圏・非都市圏），また地域ブロックのデータを用いた場合

のそれぞれについて検定を行った。Granger因果性テストの結果は，表３‐１～

３‐４に示すとおりである。

道路資本の生産量に対する影響をみると，地方道については，フルサンプル

とすべてのサブサンプルにおいて，１％水準で因果関係ありとなっているが，

国道については，前期に比べて後期において因果関係が弱まっていることが確

表３‐１ 因果性テスト（道路の生産量に対する効果）

地域 原因変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

全国 国道 １４．６２９＊＊ ［０．００１］ ３５．０３５＊＊ ［０．０００］ ７．３６６＊ ［０．０２５］
地方道 ２０８．８６３＊＊ ［０．０００］ １２０．０７６＊＊ ［０．０００］ ５１．４００＊＊ ［０．０００］

都市圏 国道 ９．５０６＊ ［０．０２３］ ３３．２１８＊＊ ［０．０００］ ８．７０１＊ ［０．０１３］
地方道 １５．７２４＊＊ ［０．００１］ ３６．８８８＊＊ ［０．０００］ １５．４２４＊＊ ［０．０００］

非都市圏 国道 ２．２１５ ［０．３３０］ ８．４４０＊ ［０．０１５］ ０．５５０ ［０．７５９］
地方道 １１４．７８７＊＊ ［０．０００］ ７４．９２６＊＊ ［０．０００］ ２２．３１９＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されること

を表す。

表３‐２ 因果性テスト（道路の民間資本に対する効果）

地域 原因変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

全国 国道 ２２．８３１＊＊ ［０．０００］ １．９１７ ［０．３８４］ ４．５５９ ［０．１０２］
地方道 ５４．６８０＊＊ ［０．０００］ １４．６４３＊＊ ［０．００１］ ３０．８０７＊＊ ［０．０００］

都市圏 国道 １２．５７０＊＊ ［０．００２］ ２．４７３ ［０．２９１］ １．７０７ ［０．４２６］
地方道 ８５．１７１＊＊ ［０．０００］ ４．１８１ ［０．１２４］ １５．８０３＊＊ ［０．０００］

非都市圏 国道 １６．４２９＊＊ ［０．０００］ ０．２７３ ［０．８７３］ ８．３６２＊ ［０．０１５］
地方道 ３７．５０１＊＊ ［０．０００］ １２．５２８＊＊ ［０．００２］ １８．８２４＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されること

を表す。
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認できる。特に非都市圏においては，後期および通期では，因果関係は通常の

有意水準の下では確認されない。このことは，１９９０年代以降，公共投資の生産

力が低下したとする先行研究で得られた結果と関係している可能性がある。次

に民間資本に対する影響についてみると，フルサンプルで見ると，国道，地方

道ともに因果関係が認められるものの，サブサンプルで見ると，国道の民間資

本に対する因果関係が検出されないケースが目立つ。最後に雇用に対する影響

をみると，やはり全サンプルで見ると，少なくとも５％水準で因果関係ありと

の結果が得られているものの，サブサンプルで見ると，都市圏，非都市圏とも

に有意ではなくなっているケースが散見される。ただし，非都市圏では後期に

おいて，１％水準で因果関係ありとの結果が得られており，雇用対策として公

共投資を用いられたことを示しているのかもしれない。

なお，地域ブロックのデータを用いた場合は，国道，地方道ともにすべての

変数に対して因果関係ありとの結果が得られた。

表３‐３ 因果性テスト（道路の雇用に対する効果）

地域 原因変数 フルサンプル １９７３‐１９９０ １９９１‐２００９

全国 国道 １２．４３２＊＊ ［０．００２］ ８．８１４＊ ［０．０１２］ ５．５２４† ［０．０６３］
地方道 ６３．５１９＊＊ ［０．０００］ ３８．９８１＊＊ ［０．０００］ ５．１８６† ［０．０７５］

都市圏 国道 ７．０１４＊ ［０．０３０］ １１．２５３＊＊ ［０．００４］ ０．７０６ ［０．７０３］
地方道 １９．６０８＊＊ ［０．０００］ ３．４１４ ［０．１８１］ １．７９６ ［０．４０７］

非都市圏 国道 ５．１７５＊ ［０．０７５］ １．６３３ ［０．４４２］ １１．５７１＊＊ ［０．００３］
地方道 ５２．７３７＊＊ ［０．０００］ ３４．５６９＊＊ ［０．０００］ １０．８０１＊＊ ［０．００５］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されること

を表す。

表３‐４ 因果性テスト（地域ブロック）

地域 原因変数 生産への効果 民間資本への効果 雇用への効果

全国 国道 ８．２８４＊ ［０．０１６］ １１．４４２＊＊ ［０．００３］ ７．４８６＊ ［０．０２４］
地方道 ５７．９０５＊＊ ［０．０００］ １０．１４０＊＊ ［０．００６］ ２２．３７７＊＊ ［０．０００］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されること

を表す。
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３．５ 結果の解釈（インパルス応答関数）

道路資本１％のショックに対する各変数（生産量，民間資本，雇用）に対す

るインパルス応答を図２～図４に，地域ブロックのデータを用いたときのイン

パルス応答を図５にそれぞれ示している（いずれも累積効果）。誘導形 VARの

推定結果からインパルス応答関数を求めるには，Choleski分解をを行うために，

変数の orderingが必要となる。より外生的とみなされる変数から並べることに

なるが，本稿では，国道ストック→地方道ストック→民間資本→雇用→生

産量という順序を想定し，インパルス応答関数を求めた。

まず，図２の道路資本の生産量に対する効果について確認する。どのサンプ

ルで推定するかによって，インパルス応答関数の形状は異なるが，非都市圏・

前期のサブサンプルのケースを除き，国道に比べて地方道のほうが生産量に与

えるプラス効果が大きいことが確認できる。１０期累積効果は，国道ストック１

％のショックが０．１７％生産量を引き上げるのに対し，地方道ストックは０．６１％

生産量を引きあげるとの結果が得られた。それに対し，唯一地方道ストックの

累積効果が国道ストックを下回った，非都市圏・前期においては，国道ストッ

ク１％のショックが生産量を０．６０％引き上げるのに対し，地方道ストックは生

産量を０．４３％引き上げるという結果が得られているが，比較的その差は小さい。

時期による違いを見ると，国道ストックは前期に比べ，後期のほうが生産に対

するプラスの効果が減少しているものの，地方道ストックはほぼ同じかやや高

くなっていることが分かる。国道ストックについては，因果性テストの結果と

併せて考えると，１９９０年代に入ってから，生産に対するプラス効果が低下した

と思われるが，地方道ストックの効果は低下していないことになる。少なくな

い先行研究では，１９９０年代に財政政策の効果が低下したことを指摘しているが，

本稿の分析結果によれば，国道についてはある程度当てはまるものの，地方道

に関しては必ずしも当てはまらない可能性がある。また，地域による違いにつ

いてみると，国道，地方道で顕著な差は見られなかった。これは，地方圏の社

会資本の効率性が低いとする先行研究の結果からすればやや意外な結果ではあ

るが，本稿で用いた地域区分では違いが出にくいのかもしれない。

次に，図３の道路資本の民間資本に対する効果について確認する。これによ
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ると，生産量に対する効果と同様に国道に比べて地方道のほうが民間資本に対

するプラス効果が大きいことが伺える。地域別の違いは，ほとんど確認できな

いが，時期でみると，地方道に関しては，前期に比べて後期において民間資本

に対するプラス効果が拡大していることが確認される。ただし，国道に関して

は逆の結果となっている。また，図４の雇用に対する効果を見ると，おしなべ

て小さい効果しか確認できないが，特に非都市圏の後期においては，雇用に対

するプラス効果が大きくなっているのが確認できる。

最後に，地域ブロック単位のデータを用いたときの結果である図５について

確認する。これによると，いずれの変数に対しても地方道ストックの経済効果

は，国道ストックのそれを上回っていることが確認できる。また，時期別にみ

ると，地方道ストックのプラス効果は民間資本，雇用に対して，前期では小さ

いものの，後期では大きくなるが，国道ストックの効果は後期であまり変化し

ないか，むしろ低下することが分かる。これらの結果は，都道府県単位のデー

タを用いた結果（図２～５）と概ね一致しており，スピルオーバーの影響を考

慮しても結果は一定程度頑健であると考えられる。

４．ま と め

本稿では，道路資本が地域経済にどのような影響を与えてきたかということ

について，１９７０年度から２００９年度までの都道府県単位のパネルデータを用いて

明らかにした。パネル VARモデルにより実証分析を行ったところ，以下のよ

うな結果が得られた。まず，一点目として，一部の例外を除いて，地方道ス

トックは地域の生産量にプラスの効果を与えており，その効果は国道ストック

よりも大きいことである。また，時期別に見ると，地方道ストックのプラス効

果は後期においてやや拡大しているとみられるものの，地域別では都市圏と非

都市圏で顕著な違いは確認されなかった。二点目としては，道路資本の民間資

本に対する効果についても，国道よりも地方道のほうが大きいとみられること

である。三点目としては，道路資本が雇用に与える効果は小さいものの，後期

においては，非都市圏において雇用に対するプラス効果が大きくなっていると

道路資本ストックの地域経済効果 －１２１－



見られることである。

これらの結果は，道路資本のスピルオーバー効果を考慮した，地域ブロック

単位のパネルデータを用いた場合にも概ね確認され，ある程度頑健であること

が確認された。本稿で得られた，地方道のほうが国道に比べて地域経済に対す

るプラス効果が大きいという結果は，道路の役割が両者で異なることに起因し

ている可能性はあるが，地方道は国道に比べ国費投入割合が低いことから，地

方の実情に合わせて投資がなされるからかもしれない。仮にそうであるとする

ならば，道路整備の分権化が経済政策的には望ましいといえる。

本稿の分析により，道路資本と地域経済と関係について，ある程度明らかに

できたと考えられるが，スピルオーバー効果を明示的に分析することや，林

（２００３b）で分析されているようなネットワーク効果を考慮することは今後の

課題である。
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